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【報告 8 資料-2】 

日本 NPO 学会理事会 宛 

 

広報検討部会報告「日本 NPO 学会の広報に関する検討結果について」に関する意見 

 

2020 年 2 月 28 日 

会長 岡本仁宏 

 

 広報検討部会報告「日本 NPO 学会の広報に関する検討結果について」（2019 年 2 月 21

日）（以下本報告）を受けたので、下記の会長の意見を付して、理事会に報告する。 

 

記 

 

 主要な検討事項は、（1）ニューズレターについて、（2）学会 WEB サイトについて、（3）

その他会員等とのコミュニケーションのあり方について、の 3 点である。 

 

（1）ニューズレターについて 

〇 ニューズレターについては、発展的に、少なくとも「同レベルのコンテンツ」を、ニ

ュースサイトを利用して、頻度を高めて会員に提供するとともに、広く会の在り方を社会

的に発信することに役立つメディアへの発展的移行が提案されている。 

発展的な移行についてのこの提案を、高く評価する。 

 

〇 ただし、本報告でも言及されているように、ニューズレターは、会員細則第 3 条第 1

項 6 号、2 項２号に、その「配布」についての規程があり、その受領は会員の権利である。

なお、会員細則の改廃は総会の議決事項である。 

 本年度も残り少ないが、本年度は未だニューズレターが発刊されておらず、本理事会の

時点において、細則に定める会員の権利が実現されていない状況にある。この点は、会長

として責任を感じている。 

そのうえで、この提案を受け止め、今後発展的に会員サービスを向上させるという点で、

早急にニュースサイトを構築し本年度中に、サービスを展開させるべきものと考える。 

 なお、上記細則との関係で、紙媒体での発行ではない形になる点で解釈上の問題がある

が、この点は、次年度以後に会員細則の改正を含めてコンプライアンスを徹底していく必

要があると考える。 

 

〇 ニューズレターの代替をなし、かつ発展的に会員コミュニケーションと広報を繰り広

げるためには、その質の維持が重要である。そのための体制をとる必要がある点、さらに
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理事各位をはじめ、会員の方々のこのサイトの運営や執筆についての協力が不可欠である

点に留意したい。この点の協力を各位にお願いしたい。 

 

（2）学会 WEB サイトの運営について 

 現状のウェブサイトを整理し、わかりやすくし、かつ学会の公式情報のみをウェブサ

イトで発信し、上記のニュースサイトとすみ分ける。静的な情報は WEB サイト、動的な情

報はニュースサイトとするという方針を妥当と考える。デザイン等については、コストの

問題との関係で、次年度以後の検討課題とすべきだろう。 

 

（3）その他会員等とのコミュニケーションのあり方について 

〇 facebook サイトの新規運用、また会員の地域ごとのグループ活動などの対面でのコミ

ュニケーション創出の機会の創出についての提案も妥当である。 

 

〇 ニュースサイトと同様、facebook ついては、不適切な記事の掲載や不必要な「炎上」

をもたらす表現などについて、記事の責任主体を明確にしつつ、コメント欄の運用等につ

いても、適宜適切なチェックがなされることが重要であると思われる。ただし、会員間の

自由な交流や意見表明をできるかぎり可能にするような運用が望ましいと考える。 

 

〇 具体的な研究会・セミナーについては、次年度の事業計画に盛り込んで実現していき

たい。また、地域ごとのグループについては、現行のスタディグループ制度を運用して助

成を得ることができるが、この点での利用についても注意喚起するとともに、執行部とし

ても日常的な会員の交流についてどのような方法が可能かを検討していきたい。 

 

 最後に、このような方向を担う実施体制の問題について述べておきたい。 

 少なくとも、近年は、従来の質の高いニューズレターの企画・編集やウェブサイトの運

用は、すべて基本的に事務局長の裁量に基づいて、事務局が担ってきたようである。しか

し、事務局長の職務はそれ以外においても膨大にわたっており、広報業務の企画運営を事

務局長・事務局員に丸投げすることは妥当ではない。また、会の責任ある広報であること

を考えると、曖昧な組織的位置づけは望ましくない。 

 したがって、集団的な広報部会を常設し、幅広く会員の創意工夫が実現され表現される

ことを望みたい。このような部会は、ネット環境の変化に応じた機動性柔軟性を備え、か

つ会の構成員の多様性を反映することが重要である。設置方法としては、現行の会則・細

則を踏まえると、組織運営委員会の職掌に広報を加え、担当の委員を追加することが必要

と考える。また、必要によっては、委員会細則第６条第 12 項に基づき会員が広報業務に継

続的に従事することも可能である。 

 いずれにせよ、きちんとした組織的体制を整備することが必要であると考える。 
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************ 

 

参考①：広報検討部会は、事務局規則第 4 条における事務局の専決事項として 2019 年 4 月

1 日付で設置する旨が、2 月 21 日に理事会で報告された。2020 年 3 月末日までを任期とし、

小田切事務局長を議長とする。 

設置についての理事会報告資料によれば、「検討結果の取り扱い」として「広報検討部会

は、設置期間内に結果をとりまとめ、会長に提出する。会長は、検討結果に対する意見を

付して理事会に報告するものとする。」とされている。 

なお、会長も部会の構成員ではあるが、急速に変容しているネットワーク環境に鑑み、

可能なかぎりオブザーバー的に参加し、若手の意見交換とその議論を反映した報告書とな

っている。 

 

参考②：会員細則第 3 条第 1 項 

 正会員の権利は、次のとおりとする。 

（６）本会の機関誌『ノンプロフィット・レビュー』（The Nonprofit Review）及び「日

本 NPO 学会ニューズレター」を、毎号 1 冊、無料で配付を受ける。 

２ 賛助会員の権利は、次のとおりとする。 

（２）本会の機関誌『ノンプロフィット・レビュー』（The Nonprofit Review）及び『日

本 NPO 学会ニューズレター』を、毎号５冊、無料で配付を受ける。 

 

参考③：委員会細則第 6 条 12 号  

常設委員会が、その所掌する業務の執行に当たり、特定の呼称を設けて会員を継続的に

業務に従事させる場合は、委員長は、当該会員の呼称、員数、業務に従事する期間 及び内

容を理事会に報告し、その承認を得るものとする。 


